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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和01・02・03年度（平成31・32・33年度）
厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
において、厚生労働省大臣官房会計課長より
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格
を有する者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中でないこと。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書及び総合評価に関する書類の提出場所
等
 入札書及び総合評価に関する書類の提出場
所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付
場所及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２ 厚生労働省年金局事業企画課会計室
契約係 対馬 亮 電話0352531111
内線3550
 入札説明会の日時及び場所 令和元年10月
24日15時00分 東京都千代田区霞が関１
２２ 中央合同庁舎第５号館入札室
 入札書及び総合評価に関する書類の受領期
限 令和元年12月６日11時00分
 開札の日時及び場所 令和元年12月23日11
時00分 東京都千代田区霞が関１２２
中央合同庁舎第５号館入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。また、入
札者は、支出負担行為担当官から当該書類に
関し説明を求められた場合は、これに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した者の入札書
は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
実施できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内であり、入札説明書で指定する性能
等のうち、必須とした項目の最低限の要求を
全て満たしている提案をした入札者の中か
ら、入札説明書で定める総合評価の方法を
もって落札者を決定する。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち、評価の最も高い者を落札者とするこ
とがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tatsumi Shinichi, Direc‑

tor of Pension Service Planning Division,

Pension Bureau, Ministry of Health, La‑

bour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Information security audit of the

Ministry of Health, Labor and Welfare

Pension Bureau, 1 set

 Fulfillment period : From date of con‑

tract to March 31, 2022

 Fulfillment place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting

 have Grade A, Grade B, or Grade

C on offer of services etc. in the Kan‑

to‑Koshinetsu Area in terms of qualifica‑

tion for participating in tenders by Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Sing‑

le qualification for every ministry and

agency) in the fiscal years 2019, 2020 and

2021

 are not being suspended from transac‑

tions by request of the officials in charge

of contract

 prove to have no false statement in ten‑

dering documents

 prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 Time‑limit for tender : 11 : 00, December

6, 2019

 Contact point for the notice : Tsushima

Ryo, Accounts Office, Pension Service

Planning Division, Pension Bureau, Minis‑

try of Health, Labour and Welfare, 122,
Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo, Japan,

1008916 TEL 0352531111 ext. 3550

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年 10 月 17 日

支出負担行為担当官
海上保安庁次長 上原 淳

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇施第 20001 号
１ 事業概要
 品目分類番号 41、42
 事業名 宮古島第三宿舎（仮称）整備事業
 事業場所 沖縄県宮古島市平良字下里
 事業内容 ＰＦＩ方式による公務員宿舎の
設計、建設及び維持管理事業
 事業期間 令和２年４月１日から令和14年
３月31日まで

２ 競争に参加する者に必要な資格
 入札参加者の構成等
イ 入札参加者は、複数の者で構成されるグ
ループ（以下「入札参加グループ」という。）
とする。
ロ 入札参加者は、入札参加グループの構成
員が本事業の遂行上果たす役割を明らかに
するとともに、入札参加表明書の提出時に
構成員及び代表企業名を明記し、必ず代表
企業が入札手続を行うとともに、海上保安
庁との対応窓口となること。
ハ 落札者は、特別目的会社を設立すること
とし、代表企業及び建設業務を行う者は、
必ず出資を行う必要がある。その他の者へ
は、特別目的会社への出資は義務づけてい
ない。
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